



















































































































































































































（単位:kWh） 20１5年実績 20１6年実績 20１7年実績 ３ ヵ年平均
㈱エネット
BCDE校舎
教育・研究 １,58４.１67 ３１.0% １,58１.68１ ３2.0% １,5３9.656 28.４% １,568.50１ ３0%
管理・法人 7,960 0.2% 7,9４6 0.2% 7,7３8 0.１% 7,88１ 0.2%




教育・研究 682.４１４ １３.４% 65４.786 １３.３% 6４３.7１３ １１.8% 660.３0４ １2.8%
管理・法人 ３75.59４ 7.４% ３60.３85 7.３% ３5４.29１ 6.5% ３6３.４2３ 7.0%
K校舎
教育・研究 １26.３59 2.5% １３１.659 2.7% １３6.926 2.5% １３１.6４8 2.6%
管理・法人 １0.8３9 0.2% １１.292 0.2% １１.7４7 0.2% １１.29３ 0.2%
J校舎 教育・研究 582.057 １１.４% 596.2４１ １2.１% 5３5.002 9.8% 57１.１00 １１.１%
新図書館 教育・研究 0 0 6３４.１7１ １１.7% 2１１.３90 ４.１%
業　者 管理・法人 5１7.500 １0.１% 5１１.98３ １0.４% 5１8.959 9.6% 5１6.１5１ １0.0%
その他
教育・研究 １,１３6.１58 22.３% １,02３.３8４ 20.7% １,002.３59 １8.４% １,05３.967 20.４%
管理・法人 8１.１３5 １.6% 60.４３４ １.2% ４8.577 0.9% 6３.３82 １.2%
関西電力合計 ３,5１2.056 68.8% ３,３50.１6４ 67.8% ３,885.755 7１.5% ３,582.658 69.４%



































































2015 2016 2017 3ヵ月平均
電力使用量 排出係数 CO2排出量 電力使用量 排出係数 CO2排出量 電力使用量 排出係数 CO2排出量 電力使用量 CO2排出量
千kWh kg-CO2/kWh t-CO2 千kWh kg-CO2/kWh t-CO2 千kWh kg-CO2/kWh t-CO2 千kWh t-CO2
エネット 1592 0.441 702 1589 0.441 701 1547 0.441 682 1576 695
関西電力 3512 0.496 1742 3350 0.493 1652 3885 0.418 1624 3582 1672
計 5104 2444 4939 2353 5432 2307 5158 2358
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意が必要である。

























































2015年実績 2016年実績 2017年実績 3ヵ年平均
（単位：t-CO2） 排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量
本校の温室効果ガス排出量合計 0.479 2,444 0.476 2,353 0.425 2,307 0.459 2,368
販売量
（kWh）
2015年実績 2016年実績 2017年実績 3ヵ年平均 本校との
排出量の差排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量 排出係数 排出量
（株）エネット 131億 0.411 2,251 0.441 2,178 0.441 2,396 0.419 2,275 △    93
（株）F-Power 98億 0.358 1,827 0.467 2,306 0.513 2,787 0.425 2,307 △    61
テプコカスタマーサービス㈱ 71億 0.285 1,455 0.477 2,356 0.477 2,592 0.393 2,134 △  234
JXTGエネルギ（株） 60億 0.491 2,506 0.459 2,267 0.509 2,765 0.463 2,513 145
丸紅新電力（株） 49億 0.493 2,516 0.485 2,396 0.522 2,836 0.475 2,583 215
東京ガス 45億 0.386 1,970 0.595 2,939 0.371 2,016 0.425 2,308 △    60
KDDI（株） 30億 0.679 3,466 0.663 3,275 0.577 3,135 0.606 3,292 924
オリックス（株） 25億 0.360 1,838 0.595 2,939 0.595 3,233 0.491 2,670 302
サミットエナジ （ー株） 24億 0.493 2,516 0.569 2,810 0.524 2,847 0.501 2,724 356
大阪ガス（株） 23億 0.389 1,986 0.385 1,902 0.389 2,113 0.368 2,000 △  368
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校舎の新設、増築、移転等のため、実績データの中
に一時的な要素や特別な要素も含まれている可能性
があるため、整備計画が完了した後、あらためて実
績データを比較分析することでより正確な判断が可
能になると考える。
5．考察・結論
一般的に、需要家が電力契約を行う際には、経営
環境や財政状況などを加味しながら、コストやサー
ビスを重要な選択理由とする。しかし、電気事業者
による価格やサービス競争には限界があるため、更
なる競争激化が推測される中で、商品差別化を図る
上では、再生可能エネルギー比率や温室効果ガスの
排出係数などの情報を積極的に訴求して、需要家の
環境意識・社会的責任意識を醸成する必要がある。
また、本来は評価項目の中に「地域」という視点も
必要で、大手の小売電気会社だけでなく地域新電力
の地産地消による地域貢献といったことも今後は一
層求められていくであろう。
しかしそもそも、需要家に対して、CO₂排出削減
を求める全体的な政策は十分なのであろうか？確か
に、我が国には、様々な温暖化及びCO₂削減に向け
た制度がある。また、自治体レベルでも、各種制度
が存在しており、例えば京都府では「京都版CO₂排
出量取引制度」なども導入されている。ただし、今
回の事例においても、これらの各種制度が需要家の
削減取り組みを後押ししている形跡は薄く、CO₂削
減へのインセンティブとしての実効性に大きな問題
があると考えられる。逆に考えるなら、これらの制
度の根本的な見直しなどにより、需要家が「自ずと
排出係数の低い事業者への変更を行う」という経営
判断を迫られる状況が必要なのではなかろうか。
将来的には、電力販売や再生可能エネルギーの技
術革新も含めた大きな変化がやってくることが予想
される中、新たな商品やサービスが生まれ、需要者
の価値観や事業経営にも大きな影響を与えることに
なる。ひいては新しい環境の中で、価格やサービス
と同様に電源構成や排出係数などが重視され、需要
者がそのバランスの中で適正な電気事業者が選択さ
れることが重要である。そのためには、需要者が、
電力自由化によって与えられた機会に対する理解と
適正な判断力を身につけること、そしてそのような
判断を促進する社会制度設計が求められているとい
えよう。
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